
 

 
 

 

 
 

   
 

      

 
 

         

  
 

 
 

        
 

  

                       

   
 

  

     

      

          

            
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ ９ 日

衆議院議員選挙区画定審議会勧告

衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改定案の概要
 

○ 都道府県別定数の異動 ６県（いずれも定数１減）

青森県(4→3) 岩手県(4→3) 三重県 (5→4) 奈良県 (4→3) 熊本県 (5→4) 鹿児島県（5→4） 

○	 今回の改定案で変更される選挙区の数 １９都道府県９７選挙区

（改定後： １９都道府県９１選挙区）

【衆議院選挙制度改革関連法で定める区分による内訳】 

(1) 人口の最も尐ない県（鳥取県）の区域内の選挙区 現状維持 

(2) 選挙区の数が減尐することとなる県の区域内の選挙区の

改定に伴うもの	 ６県 ２７選挙区

（改定後： ６県 ２１選挙区） 

(3) 較差２倍未満等の人口基準に適合しない選挙区（ (1),(2)に

該当する選挙区を除く。）の改定に伴うもの等 １３都道府県 ７０選挙区 

① 上限人口を上回る選挙区の改定に伴うもの １０都道府県 ５６選挙区 

② 下限人口を下回る選挙区の改定に伴うもの	 ４県 １１選挙区 

③ その他作成方針に基づく改定に伴うもの	 １道 ３選挙区 

※	 「衆議院選挙制度改革関連法」とは、衆議院議員選挙区画定審議会設置法及び

公職選挙法の一部を改正する法律（平成２８年法律第４９号）のことをいう。 

※ 複数の区分に該当する道県があるため、合計は単純計と一致しない。 

※	 「較差２倍未満等の人口基準に適合しない選挙区」とは、衆議院選挙制度改革

関連法で定める人口最尐県の人口最尐選挙区（平成２７年日本国民の人口では鳥

取県第２区、平成３２年見込人口では鳥取県第１区）の人口以上当該人口の２倍

未満の基準（平成２７年日本国民の人口では 283,502 人～ 567,003 人、平成３２

年見込人口では 277,569人～ 555,137人）に適合しない選挙区である。 

※	 「その他作成方針に基づく改定」とは、区割り改定案の作成方針（平成２８年

１２月２２日）２ (６)(ロ)に基づき、北海道の総合振興局又は振興局の区域と整

合を図る改定である。
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テキストボックス
資料２



  

 

       

    

    

    

    

    

 

 

  
 

       

    

        

            

    

    

    

         

          

    

 

 

  
 

       

    

       

       

    

    

    

      

      

    

 
 
 

○ 人口最尐選挙区との較差が２倍以上となる選挙区の数

今回の改定案


（平成27年日本国民の人口）


０選挙区


（平成 32年見込人口）

０選挙区

○ 最大人口較差

今回の改定案

（平成27年日本国民の人口）

最大： 神奈川 16区 554,516人

最小： 鳥 取 ２区 283,502人

１．９５６倍

（平成 32年見込人口）

最大： 東 京 22区 554,880人

最小： 鳥 取 １区 277,569人

１．９９９倍

現 行 前回区割り改定時

（平成 27年日本国民の人口） （平成 22年国調人口）

３２選挙区 ０選挙区

（平成 32年見込人口）

７１選挙区 

現 行 前回区割り改定時

（平成 27年日本国民の人口） （平成 22年国調人口）

北海道 １区 589,501人 東京 16区 581,677人

宮 城 ５区 270,871人 鳥取 ２区 291,103人

２．１７６倍 １．９９８倍

（平成 32年見込人口）

東 京 １区 635,938人

宮 城 ５区 249,225人

２．５５２倍 

○ 都道府県間の議員１人当たり人口の較差

今回の改定案

（平成27年日本国民の人口）

最大： 東京都 525,468人

最小： 鳥取県 285,029人

１．８４４倍

（平成 32年見込人口）

最大： 東京都 538,049人

最小： 鳥取県 277,724人

１．９３７倍

現 行 前回区割り改定時

（平成 27年日本国民の人口） （平成 22年国調人口）

東京都 525,468人 東京都 526,376人

鳥取県 285,029人 鳥取県 294,334人

１．８４４倍 １．７８８倍

（平成 32年見込人口）

東京都 538,029人

鳥取県 277,724人

１．９３７倍



  
 
 

 
 

 
 
 

 

 
 

     
  

 
  

   

 
  

 
  

 
 

 
    

 
     
     
  

 
  

  
 

  

   
    

 
   

     
 

     
     

  
 

  

   
     

 
  

 
      

 
     
     

  
 

  

   
    

 
  

 
      

 
 
 
 

 

（参考１） 区割り改定時等の選挙区人口の最大較差等

較差が２倍
最大較差 以上となる

改定対象

選挙区数
選挙区数 

○	 今回の改定案
（平成２７年日本国民の人口）

最大： 神奈川 16区
（554,516人） １９都道府県

最小： 鳥 取 ２区
１．９５６倍 ０選挙区

９７選挙区
（283,502人） 

○ 過去の改定時等の状況

・	 平成６年画定時

（平成２年国勢調査人口）


最大： 北海道 ８区
（545,542人）

最小： 島 根 ３区
２．１３７倍 ２８選挙区

（255,273人）

・	 平成１３年改定時

（平成１２年国勢調査人口）


最大： 兵 庫 ６区
（558,947人） ２０都道府県

最小： 高 知 １区
２．０６４倍 ９選挙区

６８選挙区
（270,743人）

・	 平成２５年改定時

（平成２２年国勢調査人口）


最大： 東 京 16区
（581,677人）

１．９９８倍 ０選挙区
１７都県

最小： 鳥 取 ２区 ４２選挙区
（291,103人）



  
 

                 
 

    
    
    
    

  
 

                 
 

    
    
    
    

       
  

    
    
    

 
 

              
 

    
    

  
    
    

  
 

  

 

（参考２） 今回の改定案における分割市区

・ 分割が解消される市町の数	 ９市町

青 森 県： 青森市
岩 手 県： 盛岡市
三 重 県： 津市
熊 本 県： 熊本市中央区・西区・南区・北区、上益城郡山都町
鹿児島県： 南九州市

・ 新たに分割される市区の数	 ２６市区

北 海 道： 札幌市北区・西区
宮 城 県： 仙台市太白区
埼 玉 県： さいたま市見沼区、川口市、越谷市
東 京 都： 港区、新宿区、台東区、品川区、目黒区、中野区、杉並区、

豊島区、板橋区、八王子市、多摩市、稲城市
神奈川県： 横浜市都筑区、川崎市宮前区、座間市
愛 知 県： 瀬戸市
兵 庫 県： 西宮市、川西市
福 岡 県： 福岡市南区・城南区

・ 分割の区域が変更される市区の数	 １０市区

千 葉 県： 船橋市

東 京 都： 大田区、世田谷区、足立区、江戸川区

神奈川県： 川崎市中原区、相模原市南区

三 重 県： 四日市市

愛 媛 県： 松山市

鹿児島県： 鹿児島市
 

※	 今回の改定案により、分割市区町の総数は１０５（＋１７）となる。

（平成２９年４月１９日現在の分割市区町の総数は８８）
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注
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「
衆
議
院
選
挙
制
度
改
革
関
連
法
」
と
は
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衆
議
院
議
員
選
挙
区
画
定
審
議
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設
置
法
及
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職
選
挙
法
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を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
28
年
法
律
第
49
号
）
の
こ
と
を
い
う
。

注
）
「
都
道
府
県
別
内
訳
」
欄
の
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付
し
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道
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で
あ
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。
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あ
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に
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定
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、
１
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定
に
伴
い
選
挙
区
の
数
が
６
減
少
す
る
た
め
、
19
都
道
府
県
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選
挙
区
と
な
る
。

注
）
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２
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」
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院
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口
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口
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挙
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平
成
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日
本
国
民
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人
口
で
は
鳥
取
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第
２
区
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平
成
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年
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込
人
口
で
は
鳥
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第
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区
）
の
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以
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当
該
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２
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満
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準
（
平
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日
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国
民
の
人
口
で
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年
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込
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は
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7,
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5,
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7人
）
に
適
合
し
な
い
選
挙
区
で
あ
る
。
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）
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そ
の
他
作
成
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基
づ
く
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」
と
は
、
区
割
り
改
定
案
の
作
成
方
針
（
平
成
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年
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月
22
日
）
２
(６
)(
ロ
)に
基
づ
き
、
北
海
道
の
総
合
振
興
局
又
は
振
興
局
の
区
域
と
整
合
を
図
る
改
定

　
　
で
あ
る
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